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Ⅰ．平成 28年度における取り組み 

１．評価対象事業 

 

一般会計（２３４事業） 

・平成 27年度に予算措置された全ての事務事業（緊急雇用除く） 

・平成 26年度からの繰越事業 

・主要な０予算事業 

 特別会計〔企業会計含む〕（３３事業） 

   

２．実施スケジュール、実施手順  

  本年度の事務事業評価については、昨年度実施での問題点・課題を踏まえ、

実施手順を見直しました。 
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換

①

②

⑧

業務量算定表の入力 　人事異動前に記入。

事務事業評価表作成開始 　課長等の長を中心に作成を開始。

③
　主担当者が記入するが、主担当のみが関与するのではなく、担当者間でワーキング等議論できる態勢を確保し、
　全ての職員が関わり正しい評価ができるよう実務に向けたトレーニングを兼ねる仕組みとする。

④

⑤ 事務局へ提出

　担当者が記入した評価表と日常の事務事業の実施状況を踏まえ、担当者の記述が適正･的確であるかのチェック
　(必要に応じヒアリング）を行い、所属長としての事業の方向性を決定、それに対する改善案を記述。

　所属長が記入後、事務局へ提出。

⑦ 　提出された評価表の形式的な不備等の最終チェック、評価結果を施策ごとに総括。

事務事業評価表完成 　完成した評価表をもとに分析・集計を行い、施作評価表に連動。

事務事業評価表作成、

各課内で点検･意見交

換

課長等 方向性記入

評価結果を集計・

分析・修正
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３．評価の主体 

【評価表の作成】 

各担当職員が、職責に応じ評価対象事業一つひとつについて、事業の対象・ 

意図・手段の確認、活動指標・成果指標・総費用の分析を通じて、事務事業

の妥当性・有効性・効率性を自ら評価を行います。（自己評価の原則） 

【総合評価】 

事務事業を実施する所属長(課長等)を一次評価責任者とし、担当者作成の 

評価表と日常の事務事業の実施状況を踏まえ、担当者の記述が適正・的確で

あるかの確認を行い、所属長として改善及び事務事業の方向性を決定します。 

      

４．評価の視点＜Check＞ 

   事務事業について、「妥当性」「有効性」「効率性」という３つの視点で評価

を行い、それぞれの「改善の余地」の度合いによって０点～３点をつけます。 

チェック項目について、当てはまる場合は、該当欄に「○」､当てはまらな 

い場合は「×」､質問の対象とならない場合は「－」を選択。×印がついた項

目を中心に「課題･懸案事項」欄にこれまでの取組みでは対応しきれてなかっ

たもの、新たに課題として認識したものなどについて、具体的に記入します。 

１)現状と課題 

 

   事務事業の現状や、「１事務事業の概要＜Plan①＞に掲げる事務事業の取組 

方針･目標を達成するための課題を、前年度の事務事業評価表も振り返りなが

ら記入します。 

２)妥当性 

 

 

現状と課題
こども稚園２園を維持管理し、嘱託職員を雇用して園運営の充実を図っている。
園児数の減少にかかわらず、一定額の経常的経費が必要である。
子ども・子育て新制度を考慮しながら、こども園運営体制を検討していく必要がある。

２ 事務事業の目的・内容　＜Plan　②＞
事務事業の目的 事務事業の内容

対象（誰が受益者か） 意図（受益者をどのような状態にしたいか） 手段（誰（何）を対象にどのような業務・活動をするか）

町内こども園児
こども園教職員

こども園児が安全な環境で、充実した園生活
を過ごせるようにする。

よしのこども園・わかばこども園の運営
施設管理の経常的経費の支出
臨時嘱託職員の配置

○

○

－

－

実施主体の
方向性

町が実施主体となって取り組むべき事業 実施主体は他団体・民間が適当であり、町が補完的な役割を担うべき事業

国・県が実施主体となり町が促進すべき事業 他団体・民間による実施（移管）を検討すべき事業

（
P
l
a
n
②
の
検
証

）

妥
　
　
当
　
　
性

改善の余地がややある（2点） 改善の余地はない（3点）

事務事業又は業務の根拠となる条例等は、全て規定している

住民との協働による事業展開が行われている

改善の余地 抜本的な見直しが必要（0点） 改善の余地が多い（1点）

○

－ こども園の維持管理をすることにより、適正な園運営
及び乳幼児教育保育の充実を目的としている。
特別支援を要する園児の加配講師や長時間保育担
当者を配置することは、園児の健全な育成を促す上
で必要である。

○

公共性や収益性の観点から町が関与すべき事業である －

役割分担可能であるが、町関与が望ましい事業である －

町の関与が妥当ではなく、民営化または縮小・廃止すべき事業である －

残

り

は

「
－

」

１

つ

に

「
○

」

法定受託事務である

住民に対して参画の機会が提供されている

町が直接関与するよう法律や法令で定められた事業である
町の関与の

妥当性

条例等の設定

評価時点までの取組・改善内容とその効果、
対応しきれていない課題・懸案内容チェック項目（「はい」なら○、「いいえ」なら×、「該当しない」は－） 該当

事業のあり方について（「事業の状況」は適切か）

協働の状況

住民への情報提供が十分に行われている －

 

このような事業

は、引き続き町が

担っていかないと

いけないか？ 

すでに把握している事務事業の課題は？ 
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住民の事務事業への参画・協働も視野に入れ、町が今後も実施する必要があ 

るかどうかを検証します。また、その内容を踏まえ、事業実施主体の方向性を

検討します。 

３)有効性 

 

 

  

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

事務事業の実施成果向上の観点から、事務事業の目的(目標)の達成度、施策 

目的達成への貢献度などを、成果指標の推移等を根拠に検証するとともに、住 

民ニーズ、町を取り巻く環境等を踏まえ、継続実施の必要性やサービス水準の 

妥当性を評価します。 

 

 

 

 

 

○ 改善の余地はない（3点）

臨時職員の配置、施設維持、各種研修会の負担金
支出等、乳幼児教育保育の提供や乳幼児期にふさ
わしい生活が展開できる環境づくりが概ね実施できて
いる。

成果指標により設定した目標値を達成した －

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

事業の目的を達成するための業務の構成は適切である －

○

改善の余地 抜本的な見直しが必要（0点） 改善の余地が多い（1点） 改善の余地がややある（2点）

住民のニーズが高い事業である ○

緊急性が高い事業である ○

事業廃止による影響が大きい ○

サービス水準の

妥当性

社会環境の変化に照らし事業内容の見直しができている

国や県内他団体などと比較しサービスの対象者は適正である

（
P
l
a
n
②
・
D
o
①
の
検
証

）

有
　
　
効
　
　
性

事業の成果向上について（「事業の成果」は上がっているか） 評価時点までの取組・改善内容とその効果、
対応しきれていない課題・懸案内容チェック項目（「はい」なら○、「いいえ」なら×、「該当しない」は－） 該当

目標の
達成度

年度当初予定した実施項目を達成した ○

継続実施の
必要度

－

上位施策への

貢献度

上位施策への貢献度は高い ○

上位施策の目的を達成するための手段として優先度は高い ○

事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事

２ 事務事業の目的・内容　＜Plan　②＞
事務事業の目的 事務事業の内容

対象（誰が受益者か） 意図（受益者をどのような状態にしたいか） 手段（誰（何）を対象にどのような業務・活動をするか）

町内こども園児
こども園教職員

こども園児が安全な環境で、充実した園生活
を過ごせるようにする。

よしのこども園・わかばこども園の運営
施設管理の経常的経費の支出
臨時嘱託職員の配置

9 10 10 18
吉野幼稚園・わかば幼稚園教員数

平成27年度より、よしのこども園・わかばこ

ども園教員数

（
意
図
の
数
値
化

）

成
　
果
　
指
　
標

在園児数
(町外より受入児数)

人 57 58 57

配置教員数 人 10 9

指標化できない成果

67 74 110(4)
5月1日現在の吉野幼稚園・わかば幼稚園在

籍園児数　　平成27年度より、よしのこども

園・わかばこども園在籍園児数

施設等点検実施件数 件 3 4 3 3 3 3 保守点検・清掃検査等

17 18 4月1日現在の入所児数管外保育児数 人 22

（
手
段
の
数
値
化

）

活
　
動
　
指
　
標

開園日数 日 198 198 198 198

20 22 19

３ 事務事業の実績　＜Do　①＞

指標名 単位
22年度
実績値

23年度
実績値

24年度
実績値

25年度
実績値

26年度
実績値

27年度
実績値

備考（指標の具体的内容、
考え方・計算方法など）

198 294
年間教育日数

平成27年度より年間教育保育日数

 

成果は上がったか？

また、今後も成果を

上げていく必要があ

るか？ 
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４)効率性 

 

 

事務事業の目的を達成するためにもっとも効率的な手段を用いているか、そ 

の実施プロセスは効率的か、等を活動指標の推移、指標１単位当たり費用等の 

推移を根拠に検証します。 

 

５．改善及び事務事業の方向性＜Action＞ 

 

 

１）評価点数合計／総合評価 

３つの視点の「改善の余地」の合計点数を

参考にＡ～Ｄの４段階で、総合評価を行いま

す。 

町が関与すべきかどうかを評価する「妥当

性」と町が関与することを前提にした「有効

園児一人あたりにかかる経費

人 57 58 57

①÷② 千円 119

14,357 53,327

74 110

20,876

194115

67

6,896 7,705 14,357 53,327 臨時職員賃金・報償費・光熱水費
各種職員研修会負担金
平成27年度より幼稚園管理総務及び
保育所運営事業の一部予算を統合
平成27年度　空調設備整備

68 121

0.85

15,383 入園料・保育料・負担金
平成27年度より、保育料、国・県運営
負担金

485

60 43 40

7,7053,915 6,896

3,915 6,133 5,706 9,517 46,682

関与人数

3,492 10,755 17,068

367

3,046

財源内訳

特

定

財
源

国・県支出金

千円

25

指標1単位
あたり費用

関連事業費① 千円 6,761

指標値②

0.10 0.25

一般財源 3,419 517

人件費 763 1,999 4,840

地方債

その他 3,317 3,338 3,807 4,173 3,235

0.60

４ 事務事業実施にかかる費用　＜Do　②＞

単位
22年度
決算

23年度
決算

24年度
決算

25年度
決算

26年度
決算

27年度
決算

備　考
(費用・財源の具体的内容など）

総　費　用

千円

6,761 3,915

6,645

人

費用内訳
直接事業費 6,761

○改善の余地 抜本的な見直しが必要（0点） 改善の余地が多い（1点） 改善の余地がややある（2点） 改善の余地はない（3点）

－

単位あたり費用の抑制ができている ○

業務手順の見直しなどによる改善ができている

歳入増加策（受益者負担）を検証し、対策を講じている －

○

他の実施主体を活用した場合、住民の理解が得られない ○

手順の
効率性

人件費の抑制ができている －

契約方法の変更などによる費用の抑制ができている －

－

事務の電子化などによる費用の抑制が進んでいる

他の実施主体を活用した場合、公平性や守秘義務が確保されない（
D
o
②
の
検
証

）

効
　
　
率
　
　
性

事業の費用について（「事業の費用」は適切か） 評価時点までの取組・改善内容とその効果、
対応しきれていない課題・懸案内容チェック項目（「はい」なら○、「いいえ」なら×、「該当しない」は－） 該当

手段の
効率性

費用削減の観点から、現状の実施方法が最適である － こども園の維持管理については光熱費・諸検査費の
支出等、必要限に努めており、現在の体制で教育環
境を維持するために必要な費用である。
平成２７年度こども園２園体制となり、職員の一体的
な配置により専門性の相乗効果が見られた。
町外保育施設の利用者に町内こども園を利用しても
らえるよう、こども園の運営・教育保育内容の周知を
工夫する必要がある。

事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事

○

平成２７年度のこども園開園に向けて、保育所及び幼稚園２園の適正な人事配置を検討する。

平成２７年度のこども園開園に向けて、保育所及び幼稚園２園の適正な人事配置の検討を行った。

Ｃ：成果向上・費用縮小

Ｅ：成果維持・費用縮小 Ｆ：事業・費用とも縮小

Ｂ：成果向上・費用維持

Ｄ：成果・費用とも維持

事務事業の
方向性

Ａ：成果向上・費用拡大

こども園の運営体制を検証し、乳幼児の適正な教育保育環境づくりを行う。
こども園の園運営について保護者・地域に周知し、こども園の教育保育内容ついての理解を広げる。

Ｇ：事業終了・廃止

　　改善の方向性（課題・懸案内容を踏まえた評価時点以降の具体的改善策と期待される効果）【課室長記入】

６ 改善及び事務事業の方向性　＜Action＞
評価点数合計

（9点満点）

平成28
年度以降

平成26
年度

(下段に実績
記入)

平成27
年度

(下段に実績
記入)

8点 総合評価 A 課室長氏名 前田宗宏

幼稚園２園と保育所も含め３園がこども園２園体制となるので勤務可能な臨時職員を配置し、こども園の実態に応じて効率的な人員配置を行うことで、教育・保育の

充実した環境づくりを行う。幼稚園２園と保育所の共通経費について予算を一本化し、こども園管理総務事業を新設する。

幼稚園２園と保育所も含め３園がこども園２園体制となったため、こども園の実態に応じて効率的な人員配置を行い、教育・保育の充実した環境づくり
を行った。幼稚園２園と保育所の共通経費について予算を一本化し、こども園管理総務事業を新設した。

 

事業のコストに 

ついて見直す 

必要・余地は 

ないか？ 

 

残された課題や懸案事項について、いつ、誰が、何を実施・改善するのか？ 

事業に対する一義的な責任を持つ課室長が、具体的に記述する。（たたき台は担当者が作成） 

０点 １点 ２点 ３点

いずれか０点 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

いずれか１点 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

合計　４点 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

合計　５点 Ｃ Ｂ Ｂ Ａ

合計　６点 Ｃ Ｂ Ａ Ａ

有

効
性
・
効

率
性

妥当性
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性」「効率性」の評価を同一目線で扱うことは不適切であるため､右図のように

「妥当性」の評価点数と「有効性」「効率性」の評価点数に分けて総合評価を行

います。 

 

２）改善の方向性 

   現状と課題、３つの評価視点における課題・懸案事項に記載された事項、改 

善の余地の程度並びに総合評価を参考に、評価対象事業の改善の方向性や取り 

組みの内容を、課室長が具体的に記載します。 

   

３）事務事業の方向性 

   改善の方向性の内容を踏まえ、事務事業の方向性をＡ～Ｇより選択します。 

     Ａ：成果向上・費用拡大   Ｅ：成果維持・費用縮小 

     Ｂ：成果向上・費用維持   Ｆ：事業費用とも縮小 

     Ｃ：成果向上・費用縮小   Ｇ：事業終了・廃止 

     Ｄ：成果・費用とも維持       

 

Ⅱ．評価結果の分析（一般会計） 

１．個別評価 

   「妥当性」「有効性」「効率性」という３つの視点ごとに、それぞれの「改善

の余地」の度合いの結果を集計しました。 

１)妥当性 

住民の事務事業への参画・協働も視野に入れ、町が今後も実施する必要

があるかどうかを検証します。また、その内容を踏まえ、事業実施主体の

方向性を検討します。 

 

 

評価した２３４事業中、「改善の余地はない」「改善の余地がややある」

が２２５事業(96.2%)であり、ほとんどの事業について、妥当性が高いと

いう評価結果になったものの、「改善の余地が多い」９事業(3.8%)につい

ては、町で実施する必要があるか、事務事業のあり方そのものから見直す

必要性が相対的に高いと考えられます。 

 

 

 

 

妥当性 0 (0.0%) 9 (3.8%) 62 (26.5%) 163 (69.7%) 234 (100.0%)

抜本的な見直しが
必要(0点)

改善の余地が
多い(1点)

改善の余地が
ややある(2点)

改善の余地は
ない(3点)

合　計
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２)有効性 

事務事業の実施成果向上の観点から、事務事業の目的(目標)の達成度、施

策目的達成への貢献度などを、成果指標の推移等を根拠に検証するととも

に、住民ニーズ、町を取り巻く環境等を踏まえ、継続実施の必要性やサー

ビス水準の妥当性を評価します。 

   

 

評価した２３４事業中、「改善の余地はない」が１０６事業(45.3%)であ

り、何らかの改善の余地がある事務事業が過半数を超えるという結果とな

りました。特に「改善の余地が多い」１３事業（5.6%）については、客観

的な指標に基づく成果が十分に出ていない又は継続実施の必要性やサービ

ス水準の妥当性を見直す必要があると考えられます。 

 

３)効率性 

事務事業の目的を達成するためにもっとも効率的な手段を用いているか、

その実施プロセスは効率的か、等を活動指標の推移、指標１単位当たり費

用等の推移を根拠に検証します。 

 

 

評価した２３４事業中、「改善の余地はない」が９９事業(42.3%)であり、

何らかの改善の余地がある事務事業が過半数を超えるという結果となりま

した。特に「改善の余地が多い」１６事業（6.8%）については、手段、手

順、事業コストを見直す必要があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

有効性 0 (0.0%) 13 (5.6%) 115 (49.1%) 106 (45.3%) 234 (100.0%)

改善の余地が
多い(1点)

改善の余地が
ややある(2点)

改善の余地は
ない(3点)

合　計
抜本的な見直しが

必要(0点)

効率性 0 (0.0%) 16 (6.8%) 119 (50.9%) 99 (42.3%) 234 (100.0%)

抜本的な見直しが
必要(0点)

改善の余地が
多い(1点)

改善の余地が
ややある(2点)

改善の余地は
ない(3点)

合　計
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２．総合評価 

３つの視点の「改善の余地」の合計点数を参考にＡ～Ｄの４段階で、総合評 

価を行った結果を集計しました。 

町が関与すべきかどうかを評価する 

「妥当性」と町が関与することを前提 

にした「有効性」「効率性」の評価を同 

一目線で扱うことは不適切であるため､ 

右図のように「妥当性」の評価点数と 

「有効性」「効率性」の評価点数に分け 

て総合評価を行います。 

   

評価した２３４事業中、 

Ａ「事務事業の内容は適切である」          １１９事業(50.9%) 

Ｂ「課題が少しあり事務事業の一部見直しが必要」     ９７事業(41.5%) 

Ｃ「課題が多くあり事務事業の大幅な見直しが必要」  １８事業( 7.7%) 

Ｄ「事務事業の休・廃止を含めた抜本的な見直しが必要」 ０事業(00.0%) 

   

 

          Ａ以外の事務事業(１１５事業 49.2%)については事務事業に課題があ

り、業務に改善の余地があると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策１ 政策２ 政策３ 政策４ 政策外

A 119 ( 50.9% ) 35 25 20 12 27

B 97 ( 41.5% ) 42 30 6 15 4

C 18 ( 7.7% ) 4 1 4 4 5

D 0 ( 0.0% ) 0 0 0 0 0

合計 234 ( 100.0% ) 81 56 30 31 36

第4次吉野町総合計画施策大綱
総合評価

 

０点 １点 ２点 ３点

いずれか０点 Ｄ Ｃ Ｃ Ｃ

いずれか１点 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

合計　４点 Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

合計　５点 Ｃ Ｂ Ｂ Ａ

合計　６点 Ｃ Ｂ Ａ Ａ

有

効
性
・
効

率
性

妥当性



- 8 - 

 

３．事務事業の方向性 

総合評価の結果、改善の方向性の内容を踏まえ、今後の事務事業のあり方や 

方向性として、 

 Ａ：成果向上・費用拡大   Ｅ：成果維持・費用縮小 

       Ｂ：成果向上・費用維持   Ｆ：事業費用とも縮小 

      Ｃ：成果向上・費用縮小   Ｇ：事業終了・廃止 

      Ｄ：成果・費用とも維持   の７段階での最終方針を決定しました。 

 

 

 
  評価した２３４事業中、 

成果向上を目指す事業〔Ａ･Ｂ･Ｃ〕が、１４３事業(61.2%)となりました。

その内｢Ｂ：成果向上・費用維持｣｢Ｃ：成果向上･費用縮小｣が１１５事業

(80.4%)あり、費用を抑えながら、業務改善を行い住民サービスの質の向上を

図ろうとする取り組み姿勢が傾向として現れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策１ 政策２ 政策３ 政策４ その他

A:成果向上・費用拡大 28 ( 12.0% ) 13 2 4 6 3

B:成果向上・費用維持 97 ( 41.5% ) 34 27 13 10 13

C:成果向上・費用縮小 18 ( 7.7% ) 6 4 3 4 1

D:成果・費用とも維持 68 ( 29.1% ) 19 17 10 8 14

E:成果維持・費用縮小 4 ( 1.7% ) 2 1 0 0 1

F:事業・費用とも縮小 1 ( 0.4% ) 1 0 0 0 0

G:事業終了・廃止 18 ( 7.7% ) 6 5 0 3 4

合　　　　計 234 ( 100% ) 81 56 30 31 36

第4次吉野町総合計画施策大綱
事務事業の方向性
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４．事務事業評価結果一覧 

政策Ⅰ．豊かな未来にいのちが輝くまちづくり

基本施策＜１＞未来を担う子どもの育成

施策①　子育て環境の整備

1 こども園管理総務事業 教育委員会 46,682 6,645 53,327 17,068 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

2 よしのこども園事業 教育委員会 1,485 53553 55,038 55,038 3 2 3 8 A D:成果・費用とも維持

3 わかばこども園事業 教育委員会 492 23,845 24,337 24,337 3 2 3 8 A D:成果・費用とも維持

4 通園バス運行事業 教育委員会 9,649 782 10,431 10,114 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

施策②　子育て支援の充実

5 子ども医療扶助事業 町民課 8,746 1,095 9,841 8,053 2 2 3 7 B B:成果向上・費用維持

6 ひとり親家族等医療扶助事業 町民課 2,159 782 2,941 1,898 2 2 3 7 B B:成果向上・費用維持

7 児童手当事業 町民課 60,121 1,329 61,450 10,983 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

8 児童扶養手当事業 町民課 0 704 704 704 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

9 特別児童扶養手当事業 町民課 0 704 704 676 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

10 子育て短期支援事業 長寿福祉課 0 0 0 0 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

11 市町村母子保健事業 長寿福祉課 3,969 5,160 9,129 9,054 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

12 児童虐待対策事業 長寿福祉課 0 3,909 3,909 3,909 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

13 子育て支援事業 教育委員会 1,508 14,307 15,815 15,232 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

14 学童保育事業 教育委員会 9,792 3,362 13,154 5,762 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

施策③　学校教育の充実

15 地域おこし協力隊（教育）事業 教育委員会 2,283 391 2,674 2,624 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

16 教育委員会総務事業 教育委員会 1,610 1,016 2,626 2,626 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

17 事務局事業 教育委員会 4,051 1,016 5,067 5,067 3 2 2 7 B D:成果・費用とも維持

18 学校医関係事業 教育委員会 1,136 1,173 2,309 2,309 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

19 学校保健給食事業 教育委員会 1,136 3831 4,967 4,967 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

20 教育振興総務事業 教育委員会 5,609 3,127 8,736 8,736 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

21 教育相談事業 教育委員会 853 782 1,635 1,635 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

22 ふるさと教育推進事業 教育委員会 452 9,460 9,912 9,912 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

23 通学バス運行事業 教育委員会 34,806 1,564 36,370 36,370 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

24 就学援助事業 教育委員会 1,936 1,173 3,109 2,888 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

25 語学指導外国人招致事業 教育委員会 4417 1,095 5,512 5,512 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

26 小学校管理総務事業 教育委員会 28319 4,065 32,384 32,384 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

27 吉野小学校事業 教育委員会 2319 8,209 10,528 10,528 3 2 2 7 B C:成果向上・費用縮小

28 吉野北小学校事業 教育委員会 1,959 8209 10,168 10,168 3 2 2 7 B C:成果向上・費用縮小

29 中学校管理総務事業 教育委員会 22,476 9225 31,701 31,701 3 2 2 7 B D:成果・費用とも維持

30 遠距離通学助成事業 教育委員会 40 156 196 196 3 2 2 7 B G:事業終了・廃止

31 スポーツ・文化活動等助成事業 教育委員会 264 156 420 420 3 2 2 7 B F:事業・費用とも縮小

施策④　地域ぐるみでの健全育成

32 青少年健全育成事業 教育委員会 0 1,329 1,329 1,329 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

基本施策＜２＞学びあい生きがいがもてる地域社会の構築

施策①　社会教育と生涯学習の推進

33 社会教育総務事業 教育委員会 2,038 1,955 3,993 3,993 2 2 2 6 B D:成果・費用とも維持

34 社会教育委員事業 教育委員会 70 469 539 539 3 2 2 7 B D:成果・費用とも維持

35 成人の日事業 教育委員会 416 2,736 3,152 3,152 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

36 生涯学習推進事業 教育委員会 1563 1,095 2,658 2,555 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

37 社会教育施設管理事業 教育委員会 5,096 2,189 7,285 7,285 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

38 公民館管理運営事業 教育委員会 15,227 3,049 18,276 13,056 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

施策②　社会体育と生涯ｽﾎﾟｰﾂの推進

39 スポーツ振興事業 教育委員会 5,444 1,642 7,086 7,086 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

40 運動公園施設維持管理事業 教育委員会 33,140 1,720 34,860 34,860 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

41 運動公園施設改築事業(繰越含) 教育委員会 51,146 2,893 54,039 7,830 2 2 2 6 B E:成果維持・費用縮小

42 高校総体招致事業 教育委員会 1793 3,518 5,311 5,311 3 3 2 8 A A:成果向上・費用拡大

事　　業　　名 所　属

Ｈ２7　事務事業に係る費用 検　　　証
総   合
評   価直接事業

費
関　　与

人件費②
総費用

③=①+②
③の内

一般財源
妥当性 有効性 効率性

評価点
数合計

事務事業の方向性
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施策③　世界遺産・歴史文化の保全と活用

43 その他特定目的基金積立金 教育委員会 6,615 625 7,240 625 1 3 3 7 B B:成果向上・費用維持

44 文化財保存事業 教育委員会 4,919 3,909 8,828 8,489 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

45 桜のまち構想事業 教育委員会 8,898 2,345 11,243 2,345 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

46 吉野万葉整備活用事業 教育委員会 2,359 4,691 7,050 5,165 3 3 3 9 A A:成果向上・費用拡大

47 文化財紹介映像多言語化事業 教育委員会 2,929 1,798 4,727 1,798 1 2 1 4 C G:事業終了・廃止

48 歴史資料館管理運営事業 教育委員会 3,161 3,518 6,679 5,959 2 2 3 7 B D:成果・費用とも維持

施策④　人権が尊重されるまちづくり

49 人権問題啓発推進事業 町民課 1,233 2,345 3,578 3,047 2 2 2 6 B D:成果・費用とも維持

50 人権教育推進事業 教育委員会 1,809 2,189 3,998 3,998 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

51 龍門総合会館管理運営事業 教育委員会 753 6333 7,086 3,306 2 1 1 4 C C:成果向上・費用縮小

52 中竜門ふれあいセンター管理運営事業 教育委員会 1,981 1,642 3,623 2,143 3 1 1 5 C C:成果向上・費用縮小

基本施策＜３＞生き生きと暮らせる健康のまちづくり

施策①　健康づくり事業の充実

53 保健衛生総務事業 長寿福祉課 2,223 547 2,770 2,770 2 3 3 8 A B:成果向上・費用維持

54 健やか一番館管理事業 長寿福祉課 8,182 469 8,651 8,651 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

55 健康増進計画策定事業 長寿福祉課 140 3,909 4,049 4,049 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

56 予防接種事業 長寿福祉課 13,853 5,082 18,935 18,659 3 2 2 7 A A:成果向上・費用拡大

57 健康診査事業 長寿福祉課 7,883 5,316 13,199 12,214 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

58 健康教育・相談事業 長寿福祉課 3,909 223 4,132 3,840 2 3 3 8 A A:成果向上・費用拡大

施策②　高齢者の生きがい・健康づくりの推進

59 老人クラブ活動支援事業 長寿福祉課 1,213 547 1,760 1,099 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

60 老人福祉施設等運営管理事業 長寿福祉課 4,447 2,345 6,792 6,792 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

施策③　地域医療の充実

61 南和広域医療再編事業(繰越含) 財務課 523,116 0 523,116 9,893 3 3 3 9 A C:成果向上・費用縮小

62 吉野病院特別会計繰出金 財務課 284,000 0 284,000 284,000 3 2 2 7 B G:事業終了・廃止

基本施策＜４＞みんなで支えあう福祉のまちづくり

施策①　高齢者福祉の充実

63 介護保険事業特別会計繰出金(繰越含) 財務課 156,779 0 156,779 154,627 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

64 老人保護措置事業 長寿福祉課 12,460 782 13,242 9,378 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

65 地域支え合い事業 長寿福祉課 437 3,362 3,799 3,424 2 3 2 7 B A:成果向上・費用拡大

66 介護保険低所得利用者対策事業 長寿福祉課 0 78 78 78 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

67 吉野広域行政組合民生費負担金 長寿福祉課 36,159 156 36,315 36,315 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

68 長寿祝事業 長寿福祉課 355 1,720 2,075 2,075 2 2 2 6 B E:成果維持・費用縮小

69 地域密着型運営協議会事業 長寿福祉課 18 547 565 565 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

施策②　障害者福祉の充実

70 障害者総合支援事業 長寿福祉課 190,979 11,727 202,706 67,714 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

71 障害福祉総務事業 長寿福祉課 212 2,111 2,323 2,323 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

72 障害者医療扶助事業 町民課 13,203 860 14,063 6,344 2 2 3 7 B B:成果向上・費用維持

73 精神障害者医療扶助事業 町民課 2,918 704 3,622 2,166 2 2 3 7 B B:成果向上・費用維持

施策③　地域福祉活動の充実

74 社会福祉総務事業 長寿福祉課 6,604 704 7,308 7,308 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

75 民生児童委員関係事業 長寿福祉課 3,893 2,033 5,926 3,012 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

76 社会福祉協議会負担金 長寿福祉課 25,110 1,564 26,674 26,674 3 2 2 7 B C:成果向上・費用縮小

施策④　社会保障制度の円滑な運営

77 老人医療事業 町民課 0 0 0 0 1 1 1 3 C G:事業終了・廃止

78 国民年金事業 町民課 771 4,144 4,915 2,022 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

79 国民健康保険特別会計繰出金 町民課 71,964 78 72,042 29,851 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

80 後期高齢者医療事業 町民課 146,154 4,378 150,532 146,490 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

81 後期高齢者医療特別会計繰出金 町民課 47,989 0 47,989 19,007 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持
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政策Ⅱ．自然・環境・産業が調和した持続可能なまちづくり

基本施策＜１＞豊かな自然と恵まれた環境の保全

施策①　自然環境の保全・保護

82 河川等環境保全事業 生活環境課 323 4,534 4,857 4,857 2 2 3 7 B D:成果・費用とも維持

施策②　廃棄物の適正な処理

83 清掃総務事業 生活環境課 448 3,127 3,575 3,575 3 2 2 7 B C:成果向上・費用縮小

84 ごみ処理事業 生活環境課 227,699 4,691 232,390 223,460 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

85 し尿収集処理事業 生活環境課 78,207 6,098 84,305 51,629 3 3 2 8 A E:成果維持・費用縮小

86 し尿処理施設事業 生活環境課 13,590 2,189 15,779 15,179 3 2 2 7 B C:成果向上・費用縮小

施策③　環境保全対策の充実

87 ゴルフ場等公害対策事業 生活環境課 1,981 782 2,763 782 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

88 環境衛生事業 生活環境課 6,515 5,864 12,379 11,888 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

89 生活排水対策事業 生活環境課 845 1,095 1,940 1,314 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

施策④　低炭素社会の実現への取り組み

90 環境まちづくり推進事業 生活環境課 1,350 3,909 5,259 4,252 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

91 新エネルギー対策事業 生活環境課 1,584 5,942 7,526 6,788 2 2 2 6 B C:成果向上・費用縮小

92 吉野小学校太陽光発電設備等設置事業 教育委員会 16,818 235 17,053 1,502 3 2 3 8 A D:成果・費用とも維持

基本施策＜２＞吉野の魅力を活かした産業の振興

施策①　農林漁業の振興

93 地域おこし協力隊（農林業）事業 まちづく り振興課 4,018 938 4,956 4,956 2 3 3 8 A B:成果向上・費用維持

94 農業委員会事業 まちづく り振興課 2,612 3,909 6,521 5,299 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

95 農業総務事業 まちづく り振興課 1,258 782 2,040 1,519 2 3 3 8 A B:成果向上・費用維持

96 農業生産活動活性化事業 まちづく り振興課 15,284 1,173 16,457 4,958 3 2 3 8 A D:成果・費用とも維持

97 水田農業構造改革推進事業 まちづく り振興課 1,057 1,016 2,073 1,244 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

98 みどりの村運営事業 まちづく り振興課 823 1,016 1,839 842 1 2 3 6 B D:成果・費用とも維持

99 ふるさと水と土保全事業 まちづく り振興課 0 0 0 0 2 2 2 6 B D:成果・費用とも維持

100 地域農業支援事業 まちづく り振興課 2,398 938 3,336 1,121 2 3 2 7 B C:成果向上・費用縮小

101 鳥獣害防止総合対策事業 まちづく り振興課 3,030 7,193 10,223 8,145 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

102 地域農業実態調査事業 まちづく り振興課 868 938 1,806 991 2 3 2 7 B D:成果・費用とも維持

103 農業用施設整備事業 まちづく り振興課 5,513 938 6,451 3,762 2 3 2 7 B B:成果向上・費用維持

104 林業総務事業 まちづく り振興課 3,390 1,251 4,641 2,995 2 3 3 8 A D:成果・費用とも維持

105 森林組合育成事業 まちづく り振興課 1,600 469 2,069 2,069 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

106 林道作業道整備事業 まちづく り振興課 812 704 1,516 916 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

107 施業放棄林整備事業 まちづく り振興課 18,556 1,955 20,511 1,956 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

108 美しい森林づくり基盤整備事業(繰越含) まちづく り振興課 26,716 2,345 29,061 3,801 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

109 木のまちプロジェクト推進事業 まちづく り振興課 1,490 2,736 4,226 4,226 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

110 県産材生産促進事業 まちづく り振興課 2,835 391 3,226 406 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

111 治山事業 まちづく り振興課 92 1,016 1,108 1,108 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

112 漁業組合助成事業 まちづく り振興課 130 0 130 130 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

施策②　商工業の振興

113 住宅リフォーム助成事業 まちづく り振興課 3,693 782 4,475 875 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

114 住宅新築助成事業(繰越含) まちづく り振興課 2,000 391 2,391 391 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

115 集落支援員（製材）事業 まちづく り振興課 3,031 782 3,813 3,813 2 3 3 8 A B:成果向上・費用維持

116 地域おこし協力隊（製材業）事業 まちづく り振興課 1,320 235 1,555 1,555 2 3 3 8 A B:成果向上・費用維持

117 商工業振興事業 文化観光交流課 30,494 2,736 33,230 7,670 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

118 中小企業資金融資事業 文化観光交流課 3,103 1,173 4,276 4,276 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

119 地域消費喚起・生活支援事業(繰越) 文化観光交流課 23,863 2,736 26,599 2,737 2 2 2 6 B G:事業終了・廃止

120 実践型地域雇用創造事業構想提案書作成 文化観光交流課 0 2,258 2,258 2,258 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

施策③　新しい産業の創出と企業誘致の推進

121 企業誘致事業 協働推進課 0 2,345 2,345 2,345 3 2 2 7 B G:事業終了・廃止
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基本施策＜３＞地域資源を活かした観光・交流の促進

施策①　魅力あふれる観光の振興

122 吉野ピンクルマネジメント事業 協働推進課 90 1,016 1,106 961 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

123 集落支援員（観光）事業 文化観光交流課 2741 1,564 4,305 4,305 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

124 地域おこし協力隊（観光）事業 文化観光交流課 14546 1,564 16,110 16,110 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

125 観光力向上事業 文化観光交流課 27,751 4,691 32,442 29,897 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

126 吉野・天川・十津川連携観光活性化事業(繰越) 文化観光交流課 3,000 2,345 5,345 2,345 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

127 外国人観光客おもてなし事業(繰越) 文化観光交流課 2,746 1,564 4,310 1,674 2 2 2 6 B G:事業終了・廃止

128 吉野の魅力発見発信事業(繰越) 文化観光交流課 2,724 1,955 4,679 1,955 2 2 2 6 B G:事業終了・廃止

129 観光施設管理事業 文化観光交流課 6,016 4,300 10,316 10,316 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

130 観光おもてなし誘致戦略事業 文化観光交流課 0 782 782 782 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

131 吉野大峯・高野観光圏事業 文化観光交流課 250 782 1,032 1,032 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

132 吉野山交通環境対策協議会 文化観光交流課 0 1,564 1,564 1,564 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

施策②　地域間交流と定住の促進

133 住んで「よしの」事業(繰越) 協働推進課 22,988 3,831 26,819 4,819 3 2 3 8 A D:成果・費用とも維持

134 地域おこし協力隊（定住）事業 協働推進課 4435 1,251 5,686 5,686 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

135 定住促進住宅新築事業 まちづく り振興課 189,292 5,942 195,234 56,434 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

136 ふるさと吉野応援事業 文化観光交流課 5,118 2,345 7,463 4,212 3 2 1 6 C B:成果向上・費用維持

137 文化観光交流都市事業 文化観光交流課 1,509 1,564 3,073 3,073 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

政策Ⅲ．安全安心で快適なまちづくり

基本施策＜１＞安全安心な暮らしを支えるまちづくり

施策①　地域防災力の向上

138 その他特定目的基金積立金 総務課 75 0 75 75 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

139 災害対策事業 総務課 3,667 3,518 7,185 6,563 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

140 見守り支援事業 長寿福祉課 0 2,971 2,971 2,971 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

施策②　消防・救急体制の充実

141 常備消防事業 総務課 254,242 1,016 255,258 255,258 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

142 消防団運営事業 総務課 26,391 3,909 30,300 24,958 3 2 3 8 A A:成果向上・費用拡大

143 消防施設管理事業 総務課 7,777 1,251 9,028 9,028 3 1 1 5 C B:成果向上・費用維持

144 消防施設整備事業 総務課 2,887 547 3,434 2,294 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

施策③　交通安全・防犯体制の推進

145 生活安全対策事業 総務課 903 2,345 3,248 3,248 3 2 1 6 C C:成果向上・費用縮小

146 交通安全対策事業 総務課 630 2,424 3,054 3,054 3 2 1 6 C C:成果向上・費用縮小

147 交通安全施設事業 まちづく り振興課 8,761 1,329 10,090 -2,894 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

施策④　相談業務の充実

148 住民生活総務事業 町民課 239 391 630 630 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

149 生活保護事業 長寿福祉課 0 2,033 2,033 2,033 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

基本施策＜２＞生活基盤の充実した快適で住みよいまちづくり

施策①　安全で快適な道路・河川の整備

150 町道管理事業 まちづく り振興課 18,565 4,769 23,334 23,334 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

151 町道新設改良事業(繰越含) まちづく り振興課 51,135 3,518 54,653 8,429 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

152 河川整備事業 まちづく り振興課 4,629 782 5,411 5,411 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

施策②　安全で快適な上下水道の整備

153 簡易水道特別会計繰出金 財務課 43,097 0 43,097 27,587 2 2 2 6 B D:成果・費用とも維持

154 水道事業特別会計繰出金 財務課 14,395 0 14,395 14,395 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

155 下水道特別会計繰出金 財務課 158,382 0 158,382 158,382 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

156 農業集落排水特別会計繰出金 財務課 15,129 0 15,129 15,129 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

157 合併浄化槽整備事業 上下水道課 2,272 2,502 4,774 2,524 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持
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施策③　利便性の高い公共交通システムの構築

158 地域バス運行事業 協働推進課 49,191 4,456 53,647 5,198 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

施策④　安全で快適な居住環境の整備

159 吉野神宮駅前駐車場管理事業 総務課 2,783 313 3,096 639 1 1 1 3 C C:成果向上・費用縮小

160 土木総務事業 まちづく り振興課 3,939 391 4,330 1,978 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

161 集会所施設改修事業 まちづく り振興課 8,284 1,407 9,691 1,521 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

162 急傾斜地崩壊防止工事負担金 まちづく り振興課 9,525 1,173 10,698 6,298 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

163 町営住宅管理事業(繰越含) まちづく り振興課 17,530 2,971 20,501 -9,436 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

164 県営住宅管理事業 まちづく り振興課 818 860 1,678 357 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

165 施設付住宅管理事業 まちづく り振興課 2,025 469 2,494 -9,987 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

166 空家改修事業 まちづく り振興課 0 1,173 1,173 1,173 3 2 3 8 A A:成果向上・費用拡大

施策⑤　地域特性を活かした都市利用の推進

167 都市計画事業 まちづく り振興課 115 1,564 1,679 1,670 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

政策Ⅳ．みんなでつくる吉野町

基本施策＜１＞住民参加と協働のまちづくりの推進

政策①　協働のまちづくりの推進

168 まちづくり基本条例推進事業 総務課 1,293 782 2,075 2,075 3 3 3 9 A C:成果向上・費用縮小

169 自治振興事業 総務課 12,439 1,016 13,455 12,949 2 1 1 4 C B:成果向上・費用維持

170 町制６０周年記念準備事業 総務課 154 78 232 232 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

171 地域政策総務事業 協働推進課 283 469 752 737 3 2 2 7 B C:成果向上・費用縮小

172 まちづくり推進事業 協働推進課 1407 2,736 4,143 2,743 3 2 3 8 A G:事業終了・廃止

173 協働のまちづくり元気創造事業 協働推進課 4182 5,316 9,498 9,498 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

174 地域担当職員制度事業 協働推進課 0 469 469 469 3 2 2 7 B G:事業終了・廃止

175 ふるさと元気・吉野まつり花火大会 文化観光交流課 0 3,909 3,909 3,909 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

施策②　住民参加と開かれた町政の推進

176 議会運営事業 議会事務局 72,104 6,254 78,358 78,358 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

177 議会事務局事業 議会事務局 317 6,254 6,571 6,571 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

178 地方公会計制度推進事業 財務課 16 4,691 4,707 4,707 2 2 2 6 B A:成果向上・費用拡大

179 広報発行事業 協働推進課 2,141 7,114 9,255 9,127 3 1 2 6 C B:成果向上・費用維持

180 ホームページ等運営管理事業 協働推進課 1764 2,424 4,188 4,188 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

施策③　高度情報化の推進

181 電算管理事業 財務課 37,549 2,814 40,363 39,873 3 3 2 8 A A:成果向上・費用拡大

182 ＣＡＴＶ運営事業 協働推進課 22,806 19,310 42,116 15,345 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

基本施策＜２＞効率で効果的な行政経営の推進

政策①　財政健全化と行財政改革の推進

183 会計管理事業 財務課 522 13,291 13,813 13,813 3 2 2 7 B D:成果・費用とも維持

184 財政調整基金積立金 財務課 137,436 0 137,436 136,010 3 2 3 8 A A:成果向上・費用拡大

185 その他特定目的基金積立金 財務課 971 0 971 0 3 3 3 9 A A:成果向上・費用拡大

186 運用基金積立金 財務課 53 0 53 0 3 1 2 6 C D:成果・費用とも維持

187 財政管理事業 財務課 87 10,711 10,798 10,798 2 2 2 6 B D:成果・費用とも維持

188 起債管理事業 財務課 558,569 156 558,725 558,725 3 2 2 7 B D:成果・費用とも維持

189 税務総務事業 税務収納課 4,070 9,069 13,139 12,330 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

190 税務賦課事業 税務収納課 4,298 32,054 36,352 36,348 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

191 税務徴収事業 税務収納課 260 17,903 18,163 5,474 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

192 その他特定目的基金積立金 まちづく り振興課 19,152 0 19,152 0 3 2 2 7 B B:成果向上・費用維持

193 その他特定目的基金積立金 文化観光交流課 31,382 0 31,382 31,382 3 3 3 9 A A:成果向上・費用拡大

施策②　職員の人材育成

194 人事管理事業 総務課 3,572 8,131 11,703 11,672 3 1 1 5 C B:成果向上・費用維持

施策③　広域連携の推進

195 吉野広域行政組合総務費負担金 総務課 9,025 156 9,181 9,181 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

施策④　計画の適切な進行管理

196 吉野町総合戦略策定事業(繰越) 総合政策課 10,717 10,320 21,037 11,037 3 3 2 8 A C:成果向上・費用縮小

197 総合政策総務事業 総合政策課 4,443 9,773 14,216 14,216 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

198 行政評価推進事業 財務課 0 3,987 3,987 3,987 2 2 2 6 B C:成果向上・費用縮小



- 14 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画外事務事業

その他計画外事業　小計

199 一般管理事業 総務課 42,579 3,674 46,253 44,730 1 1 1 3 C C:成果向上・費用縮小

200 入札執行事務 総務課 860 860 860 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

201 給与等支給事務 総務課 296,838 7,818 304,656 251,060 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

202 監査事業 総務課 540 1,173 1,713 1,713 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

203 報酬審議会事業 総務課 156 156 156 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

204 固定資産評価審査委員会事業 総務課 34 156 190 190 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

205 庁舎等管理事業 総務課 21251 547 21,798 20,647 1 1 1 3 C D:成果・費用とも維持

206 公有財産管理事業 総務課 4,037 782 4,819 0 2 2 1 5 C D:成果・費用とも維持

207 町表彰事業 総務課 521 2,189 2,710 2,710 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

208 選挙管理委員会事業 総務課 224 1,407 1,631 1,631 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

209 県知事・県議会議員選挙費 総務課 6,069 2,033 8,102 2,033 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

210 町長選挙費 総務課 1597 2,033 3,630 3,630 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

211 物品等管理事業 財務課 1,245 547 1,792 1,972 2 2 2 6 B B:成果向上・費用維持

212 社会保障・税番号制度導入推進事業 財務課 41,881 0 41,881 18,876 3 3 3 9 A E:成果維持・費用縮小

213 統計調査総務事業 協働推進課 34 235 269 228 3 2 3 8 A D:成果・費用とも維持

214 工業統計調査事業 協働推進課 2 0 2 1 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

215 経済センサス調査区管理 協働推進課 6 78 84 79 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

216 農林業センサス調査事業 協働推進課 19 235 254 236 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

217 商業統計調査事業 協働推進課 2 0 2 1 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

218 平成28年経済センサス活動調査準備事業 協働推進課 27 391 418 387 3 3 3 9 A A:成果向上・費用拡大

219 国勢調査事業 協働推進課 5517 4,613 10,130 4,618 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

220 過年度分過誤納金返還金 税務収納課 5,200 2,189 7,389 7,389 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

221 住民基本台帳ネットワーク等事業 町民課 5,351 11,727 17,078 14,294 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

222 子育て世帯臨時特例給付金事業 町民課 2,024 1,485 3,509 1,574 3 3 3 9 A G:事業終了・廃止

223 戸籍住民基本台帳事業 町民課 9,322 13,838 23,160 17,505 3 3 3 9 A B:成果向上・費用維持

224 住宅新築資金等貸付事業 町民課 492 391 883 883 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持

225 臨時福祉給付金事業 長寿福祉課 14,323 2,033 16,356 2,033 3 2 3 8 A A:成果向上・費用拡大

226 戦没者慰霊事業 長寿福祉課 495 2,111 2,606 2,606 3 2 2 7 B A:成果向上・費用拡大

227 野犬対策・畜犬登録及び狂犬病予防事業 生活環境課 61 3,049 3,110 2,993 3 2 3 8 A B:成果向上・費用維持

228 霊園等管理運営事業 生活環境課 625 469 1,094 1,047 1 1 1 3 C D:成果・費用とも維持

229 吉野斎場管理運営事業 生活環境課 2637 469 3,106 3,106 1 1 1 3 C D:成果・費用とも維持

230 地籍調査事業 まちづく り振興課 4,201 3,518 7,719 6,219 3 3 2 8 A D:成果・費用とも維持

231 土地情報管理事業 まちづく り振興課 184 2,893 3,077 2,910 2 3 2 7 B B:成果向上・費用維持

232 単独災害復旧事業 まちづく り振興課 2,942 1,720 4,662 4,662 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

233 現年補助災害復旧事業 まちづく り振興課 34 782 816 816 3 3 3 9 A D:成果・費用とも維持

234 単独農林水産業施設災害復旧事業 まちづく り振興課 841 391 1,232 1,232 3 3 2 8 A B:成果向上・費用維持
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Ⅲ．事務事業評価結果の活用と今後の取組 

 
 １．評価結果の活用 

事務事業評価の結果については、その内容を踏まえ、今後、各担当課及び全

庁的な取組として、次のように活用を図っていきます。 

・予算編成との連携 

   次年度以降の当初予算編成の参考資料として活用。 

・施策評価との連携 

   施策評価の資料として活用。 

・業務分担や人員配置との連携 

  事務事業評価における別紙「業務量算定表」を含めて、業務分担や人員配置 

の参考資料として活用。 

 ・人事評価制度との連携 

   改善の方向性の内容を踏まえ、次年度以降の各課別組織目標設定の参考資料

として活用。 

 ・決算資料、事務の引き継ぎ資料として活用 

  

 ２．今後の取組 

   本年度の事務事業評価については、評価シートの内容を昨年度より高い精度

の内容にするため、課内での議論を重視し職員の事業評価に対する意識を高め

ました。 

   今後は、今回の評価内容を意識し、事務の改善や事業の方向性の検討を行い

次年度以降の事業運営につなげていくようにします。 


